















































































 第 1 章はもともと有斐閣 S シリーズ『経営学』の第 4 章として構想、準備を進めていた
ものであるが、組織活性化の理論的背景にねらいを絞って書き改められている。 
 第 2 章、第 3 章は『組織科学』誌に発表された論文(高橋, 1987c)及び Takahashi (1989e)を
大幅に拡張したものである。このうち第 2 章は、著書である Design of Adaptive 







 第 4 章は『行動計量学』誌に発表された論文(高橋, 1989c)を大幅に拡張したものであり、
財団法人二十一世紀文化学術財団の 1986 年度学術奨励金(研究題目「日本企業の行動特性
の理論的・実証的分析」）の助成を受けることができた。 
 第 5 章は、日本経営学会第 63 回全国大会で発表した論文(高橋, 1989d)を拡張したもので
あり、社団法人日本経営協会の経営科学研究基金による 1988 年度経営科学研究奨励金(主
題「組織活性化の測定に関する調査研究」)の助成を受けることができた。 
 第 6 章、第 7 章は東北大学経済学会の『研究年報・経済学』誌に発表された論文(高橋, 













だいた、のべ 26 社 1,580 人の方々にもお礼を申し上げたい。 















 最後になるが、この 2～3 年というもの、降って湧いたような雑多、かつ山のような調査
研究計画にうれしい悲鳴をあげながら、過密スケジュールに追いまくられていた私を支え
てくれた妻敦子と息子伸之に対して、心から「ありがとう」といいたい。 





第 1 章 組織化の論理 
 
 この第 1 章で考察の基礎となっている近代組織論は、Barnard (1938)によって創始され、
Simon (1976; 初版 1947)や March & Simon (1958)らによって精緻化されたものである。






































いうことは容易に指摘しうる(Simon, 1976, p.81 邦訳 p.103; March & Simon, 1958, p.138 邦訳
p.210)。 
1. 選択に際して、可能なすべての代替案（多くの場合、無数の代替案）のうち、ほん





























































































 March & Simon (1958, pp.139-140 邦訳 pp.211-213)はこうした認識から、次の二つの基本
的性格を組み込んだ「合理的選択の理論」(the theory of rational choice)を示した。 
1. 選択は常に、現実の状況についての限定され、近似的で単純化された「モデル」に







現実の状況 －濾過作用(単純化: ふるい、歪みを加える)→ 状況定義 
において、現実の状況にふるいをかけ、歪みを加えながら単純化を行なうという機能を果












注意を向ける(cf. Simon, 1977, p.40 邦訳 p.54)ことが必要となってくる。こうした理由か
ら、近代組織論では、組織の分析・考察に当たっては、分析の最小単位を意思決定
(decision)にではなく、そこに至るまでに登場する意思決定前提(premise)に置くことにな






 いま、図 1.1 で表されるような個人(とりあえず「A さん」と呼ぶ）の意思決定の連鎖を
考えてみよう。A さん個人の意思決定過程は、通常それ自体がさらに A さん自身によるい
くつかのより細かな意思決定の連鎖として表現される。この図の場合は、ごく単純に、x と
いう意思決定前提が A さんにもたらされたことにより、A さんの意思決定の連鎖がスター
トすると考える。そして、意思決定の連鎖の最後の意思決定が行なわれ、a という活動が
とられることになる。 





























































1976, p.205 邦訳 p.260)というのである。いい換えれば、メンバーが組織と目的や価値を共
有しているとき、そのメンバーは組織に自身を一体化している状態にあるといえる。 
 ただし、ここで注意がいるのは、一体化の対象は必ずしも組織全体に限られているわけ












































ことをしない、という一般的な規則を彼自身で設定している」(Simon, 1976, p.125 邦訳
p.161)のである。したがって、組織メンバーは「代替的諸行為のどれを選ぶか彼自身の能力
(faculties)で決めることをやめ、選択の基礎として命令あるいは信号を受容するという公式

























 Barnard (1938, pp.167-170 邦訳 pp.175-178)は、おのおのの組織メンバーには「無関心圈」



























































心度で表すことを考えてみょう。一体化度を縦軸、無関心度を横軸にとったグラフを I I 図




















• タイプ 4 (非構成員型)……無関心度も一体化度も低いメンバーであり、個人的な目
的・価値と組織の目的・価値が一致していない上に、命令にも従順ではなく、組織
的な行動を期待できない者である。実質的には組織のメンバーとはいえない。 




少ないと考えられる。事実、第 3 章で示すように、このことを裏    づける調査結果
も得られている。 
 以上の 4 タイプを図式化すると、図 1.2 のように表すことができる。この I I 図が第 2
章、第 3 章で組織活性化の分析に使用されることになる。  





















 この三つの分類は、それぞれ、1 は科学的管理法などの古典的組織論、2 は人間関係論の
系譜、そして 3 は近代組織論に対応していると考えることができるが、注目すべきなの
は、三つの分類 1、2、3 が、本書でのタイプ 1、2、3 にそれぞれほぼ対応しているという
ことである。 









である。前述の 1、3 すなわちタイプ 1、3 の組織人の場合には、一体化度が高く、このよ
うに組織と一体化しているメンバーにとっては、もはや動機づけは必要がないのである。








るために(March & Simon,1958, p.91 邦訳 p.138)、このような低一体化度のケースでは、動機
づけによって無関心圈を広めに設定しておくことが、組織としての行動をとるためにはぜ
ひとも必要になるからである。つまり、内実はともかく、表面的には組織としての行動を
とれるように図るのである。その典型がタイプ 2 の官僚型の組織人の場合であり、March & 



























第 2 章 組織の活性化された状態 
 











































章の I I 図のタイプ 3 の意思決定者型にまさに相当したものである。 
2. 活性化組織の組織設計論的背景 
 第 1 章では、なぜ組織を作っているのかということから出発して、組織人としての特性
を I I 図によって類型化してみせたが、もともと、組織の特性(ここでは活性化の程度)を一
体化度と無関心度で表現しようという基本的なアイデアは、数理的な組織設計論から得ら
れたものである。 
 コンティンジェンシー理論に属する調査研究は、1960 年代から 1970 年代後半にかけて
大規模に展開され、支配的位置を占めたが、「理論」という名称に反して、研究は調査が
中心で、なぜ環境によって組織の最適な形態が異なってくるのかを説明する理論という点
では貧弱であった。そんな中で、Lawrence & Lorsch (1967)と同年に出版されていた
Thompson (1967)は、コンティンジェンシー理論という用語こそ使用してはいなかったもの
の、March & Simon (1958)の延長線上に位置するコンティンジェンシー「理論」を提示して









によってもそれを支持する結果が得られている(高橋, 1985; Takahashi, 1986; 1987b; 1988)。 
(1)数理的組織設計論の概要 
 これらの研究、特に、Takahashi (1987b; 1988)では、課業の選択過程が逐次決定問題として
定式化されるような組織についての組織設計問題を経営学及び経営組織論の概念的枠組み
に基づいて考察した。組織形態は組織構造と管理システムとの組で表現され、課業の逐次決
定モデルの一部を構成することになる。システム 1、システム 2 の 2 タイプの管理システム
は環境の観測過程における伝達システムとして定義され、ピラミッド組織、マトリックス組
織の 2 タイプの組織構造は課業の割り当てシステムとして定義されるのである。したがっ
て、組織形態は、組織構造と管理システムによる表 2.1 のような組で表現される。 
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表 2.1 組織形態  
組織構造 
管理システム 
システム 1 システム 2 
ピラミッド組織(P)  P1 P2 























 二つの管理システム、システム 1 (System 1)とシステム 2 (System 2)はそれぞれこの二つ
の測結果の収集手続きに基づく伝達システムに対応して定義され、意思決定過程全体は逐
次決定過程として定義される。 
















• 命題 1. 組織が確実性のケースかリスクのケースに直面しているならば、ピラミッ
ド組織が効率的である。 
• 命題 2. 組織が確実性のケースに直面しているならばシステム 1 が効率的である
が、組織がリスクのケースに直面しているならば、システム 1 はより低いリスクの
ドで、システム 2 はより高いリスクの下で効率的である。 
• 命題 3. 確実性、リスク、不確実性のどのケースでも、システム 1 が効率的である
ならば、ピッラミッド組織も効率的である。 
 つまり、かなり大ざっぱにまとめると、高い不確実性の下ではマトリックス組織、シス





理論の主要な主張のいくつかを部分的に支持している。例えば、命題 1 は Davis & 
Lawrence (1977)の主張を部分的に支持している。また、Burns & Stalker (1961)の機械的シス
テム、有機的システムがその特徴から表 2.1 の P1 (ピラミッド組織でシステム 1)、M2 (マト
リックス組織でシステム 2)にそれぞれ対応しているので(Takahashi, 1987b)、命題 1 と 2 は







• 基本的仮定 1. トップ・リーダーとマネジャーは同じ損失関数をもち、また環境の
状態について主観確率分布を持つならば、それらは同じ確率分布である。 
• 基本的仮定 2. 各マネジャーは他のマネジャーとは独立に、組織全体の活動につい
て活動計画案を自分で立案し、トップ・リーダーに進言する。 
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 基本的仮定 1 を「マネジメント・チームの存在」、基本的仮定 2 を「複数課業の存在」
と呼ぶこともできる。ここで、マネジメント・チームとは同じ損失関数、環境の状態につ
いての同じ確率分布を共有するトップ・リーダーとマネジャーのグループのことである。













ジェンシー組織は表 2.1 のすべての組み合わせ、P1、P2、M1、M2 の組織形態をどれであ
ってもとることができるので、組織設計問題の解がひとたび得られれば、どのような解で
あっても、それの適用可能な組織ということができる。 
 もし、組織が基本的仮定 1 を満たさないのであれば、Takahashi (1987b)の定理 1 が成立し
なくなり、サンプリング決定の権限をマネジャーの誰かに委譲することができなくなるの
で、組織はシステム 2 をとる選択肢を失う。すなわち、システム 1 をとるしかなくなる。
したがって、表 2.1 でいうと、システム 1 の縦の列である P1、M1 だけが、とりうる組織形
態となる。もし、組織が基本的仮定 2 を満たさないのであれば、最初から複数課業が存在
しないのであるから、マトリックス組織をとる選択肢が失われ、組織はピラミッド組織を
とるしかなくなる。つまり、表 2.1 でいうと、ピラミッド組織の横の行である P1、P2 だけ
が、とりうる組織形態となる。 
 もし基本的仮定 1 と 2 のどちらも満たされないのであれば、組織は組織構造としてはピ



























図 2.1 組織設計での組織の人的特性の作用 
 
 コンティンジェンシー理論では、通常、組織形態と環境(特にその不確実性)との間の適合








ンティンジェンシー組織とは少なくとも Takahashi (1987b; 1988)で考えられた組織形態の選
択に関しては、人間的制約条件をすべてクリアーした組織なのである。 








































 例えば、もし環境の不確実性が十分に低くて、組織設計問題の解として、表 2.1 でいう








つの指数を用いた組織の活性化分析の手法として I I 図を取り上げる。ここでいう I I 図は
第 1 章で組織人類型として概念的に取り上げた I I 図を操作化して、測定可能なものにした
ものである。この I I 図が組織の活性化分析に有用であることを確認するために、I I 図が当
然もつべき性質を仮説として設定するが、その検証は次の第 3 章で行なわれる。 
(1)無関心度指数 













































(3) I I 図によるメンバーの特性比較 
 一体化度指数を縦軸、無関心度指数を横軸にとったグラフを、第 1 章での理念的図式に
ならって、I I 図と呼ぶことにしよう。前述の無関心度指数と一体化度指数が無関心度と一
体化度をそれぞれ正しく測定できるのであれば、無関心度と一体化度のもつ意味から、第
1 章でみてきたとおりに、I I 図によってメンバーの特徴づけを行なうことができる。 
 その 4 タイプを図式化すると、図 2.2 のように表すことができる(図 1.2 の再掲)。 
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• 仮説 1. 無関心度指数も一体化度指数もともに低いようなタイプ 4 の者は、実際の
企業の組織には少ない。 
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(4) I I 図による組織の特性比較 
 いま、タイプ 1 のメンバーを中心とした組織をタイプ 1 の組織、同様にタイプ 2、タイ
プ 3 のメンバーを中心とした組織を、それぞれタイプ 2 の組織、タイプ 3 の組織と呼ぶこ







1、タイプ 2 の 2 タイプは無関心度指数が高いタイプなので、前節の基本的仮定 2 を満たさ
ず、マトリックス組織をとることができない。したがって、とりうる組織構造はピラミッ
ド組織ということになる。 
 さらに、同じピラミッド組織であっても、タイプ 1 の組織は無関心度指数が高く、メン
バーがトップの命令、指示に従順で素直というだけでなく、一体化度指数も高いため、セ
クショナリズムもなく、全社一丸となって、目標、仕事に当たるような組織である。 






制組織となると述べたが、タイプ 2 の官僚型のメンバーが中心のタイプ 2 の組織は、まさ
にこの基本的仮定 1、2 のどちらも満たさない組織であり、まさしく官僚制組織となる。 




いうことは、タイプ 3 の組織においてのみ、マトリックス組織及びシステム 2 の両方を選
択することができるので、マトリックス組織でかつシステム 2 をとっている組織はタイプ
3 の組織と類別してかまわないはずだ。特に、マトリックス組織をとりうる、基本的仮定 2
を満たすうな無関心度指数が低い 2 タイプのうち、タイプ 4 は存在しないと考えられるの









• 【タイプ 3】マトリックス組織ならば「タイプ 3」。 




• 仮説 2. 「タイプ 1、2、3」に予想類別された組織の間には、I I 図上で図 2.2 で示さ
れたような位置関係がある。 






度指数の高いタイプ 3 のメンバーが中心のタイプ 3 の組織は、活性化された状態にある組
織、すなわち、活性化組織ということになる。 












 「経営施策名 は(1. 行なわれている 2. 行なわれていない)が、そのことによって、私は
(3. 働きがいを感じている 4. 働きがいとは関係ない 5. 働きがいを感じなくなった)。ま
た、会社の活性化には(6. 寄与している 7. 関係がない 8. 悪影響を及ぼしている)。」 





数。したがって、0 から 5 までの整数値をとる。 
• 【一体化度指数】五つの質問のうち、次のどれかのケースに該当する質問の数。  
A. 「3. 働きがいを感じている」と答え、かつ「6. 寄与している」と答えた場
合 
B. 「4. 働きがいとは関係ない」と答え、かつ「7. 関係がない」と答えた場合 
C. 「5. 働きがいを感じなくなった」と答え、かつ「8. 悪影響を及ぼしてい
る」と答えた場合 






a. 異部門間でのジョブ・ローテーションは(1. 行なわれている 2. 行なわれていない)
が、そのことによって、私は(3. 働きがいを感じている 4. 働きがいとは関係ない 
5. 働きがいを感じなくなった)。また、会社の活性化には(6. 寄与している 7. 関係
がない 8. 悪影響を及ぼしている)。 
b. 引っ越しを必要とするような距離での転勤が(1. 行なわれている 2. 行なわれてい
ない)が、そのことによって、私は(3. 働きがいを感じている 4. 働きがいとは関係
ない 5. 働きがいを感じなくなった)。また、会社の活性化には(6. 寄与している 
7. 関係がない 8. 悪影響を及ぼしている)。 
c. [自己申告制度] 
d. 専門職制度は(1. ある 2. ない)が、そのことによって、私は(3. 働きがいを感じて
いる 4. 働きがいとは関係ない 5. 働きがいを感じなくなった)。また、会社の活








l. 人事に対する評価の仕方は(1. 年功序列 2. 能力主義)で行なわれているので、その
ことで、私は(3. 働きがいを感じている 4. 働きがいとは関係ない 5. 働きがいを
感じなくなった)。また、会社の活性化には(6. 寄与している 7. 関係がない 8. 悪
影響を及ぼしている)。 
m. 労働組合の活動は(1. 活発で多くの社員が参加している 2. 不活発で社員はあまり
関心がない)が、そのことによって、私は(3. 働きがいを感じている 4. 働きがいと
は関係ない 5. 働きがいを感じなくなった)。また、会社の活性化には(6. 寄与して
いる 7. 関係がない 8. 悪影響を及ぼしている)。 
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第 3 章 I I 図法による比較評価 
 






化された状態を比較評価するための手法として I I 図法を提示し、もし、無関心度指数と一
体化度指数を使うことによって無関心度と一体化度をそれぞれ正しく測定できるのであれ
ば、そして I I 図法が有効な手法であるならば、当然見出されることが予想される、近代組
織論的見地からの仮説と、組織設計論的見地からの仮説を立てた。そこで、この第 3 章で
は、実際の調査データを基にして、この二つの仮説を検証して、I I 図法の有効性を検証す
るとともに、いくつかの事実発見を基にして、I I 図法の有用性を検討することにしよう。 
1. 調査方法 
 仮説 1、2 を検証するために、調査が実施された。対象となった企業は日本生産性本部の
経営アカデミー「人間能力と組織開発」コースの参加者の所属企業 7 社である。調査は 2
段階に分けて行なわれた。第 1 段階として、1986 年 6 月 14・15 の両日に、合宿形式で各




 調査の第 2 段階は、各社での標本調査であった。当初、企業間の違いと同様に、年齢別
階層間での違いも大きくなると予想されたこともあり、標本の選び方は企業間での企業特
性の比較が可能になるように、まず各社において、ヒアリングの対象者を含んだ人員規模
が 200 人から 400 人程度のホワイトカラーの組織単位を選び、さらにその中から、年齢別
階層でみた分布がなるべく均等になるように、各社 50 人から 60 人程度を抽出した。その
上で、1986 年 9 月 3 日(水曜日)に各社一斉に、質問調査票を標本に選ばれた人、7 社合計で





いる 331 人(配布人数 385 人の 86.0%)が、ここでの分析対象になった。 
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2. 調査結果 
(1) I I 図によるメンバーの特性比較: 仮説１の検証 
 まず最初に実際に 331 人を一体化度指数と無関心度指数と I I 図上にプロットすると、図
3.1 のような散布図が得られる。 
図 3.1 I I 図によるメンバーの散布図(N＝331) 
 
χ2＝104.960 (p<0.0001)  Cramer's V＝0.252   





バーは、I I 図上での分布で見れば少ないということがわかった。したがって、仮説 1 の関
係が確認されたことになる。 
(2) I I 図による組織の特性比較: 仮説 2 の検証 
 仮説 2 の検証のためには、I I 図で位置関係を確認する前に、各社の組織特性をあらかじ
め予想して、「タイプ 1、2、3」に分類しておく必要がある。調査の第 1 段階でのヒアリ
ングの結果から、ここではあらかじめ次のように 7 社を類別した。 
(a)「タイプ 1」(2 社) 
 A 社は、1970 年に日本の自動車メーカー2 社、米国の自動車メーカー1 社の共同出資に
より、自動車部品メーカーとして設立されたまだ若い会社である。1981 年からは米国の自
34 
動車メーカーが株式を他の 2 社に売却し、現在は日本の自動車メーカー2 社が株式の 65%

















 A 社、B 社はともに子会社であるという共通点をもつが、これは両社が親方日の丸的で
受動的な特徴をもつに至った主因とも考えられる。 


























っていると考えるのである。以上から E 社は「タイプ 3」の組織に近いものであるといっ
てよいだろう。 












以上から F 社は「タイプ 3」の組織である。 

















表 3.1 7 社の無関心度指数と一体化炭指数の平均値  
 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 全体 F 
無関心度指数 3.76 3.47 3.89 3.31 3.15 3.06 2.96 3.36 3.61** 
一体化度指数 3.68 3.74 2.82 2.81 3.26 3.41 3.29 3.30 4.23*** 
+<0.1 * p<0.05 ** p<0.01 *** p<0.001 
 この平均値により各社を I I 図上にプロットしてみると図 3.2 が得られる。この図から、
仮説 2 の関係が確認された。「タイプ 1、2、3」の組織は予想されたような相対的位置関
係で I I 図上に位置している。また、このことは「マトリックス組織は I I 図上でタイプ 3
の組織においてのみとりうる組織構造」という数理的組織設計論から導出された仮説を支
持しているので、数理的組織設計論の結論の傍証ともなっている。 





関心度指数の平均を I I 図上に示したものであるが、図 2.2 の I I 図によるメンバーの類型化
を参照すると、次の事実発見が得られる。 
• 事実発見 1. 営業職はタイプ 3 の意思決定者型で活性化されていて、事務職はタイ










表 3.2 職極ごと、職位ごとの無関心度指数と一体化度指数の平均値  
 職種 職位 
営業 事務 技術 F 部課長 係長・主任 一般 F 
無関心度指数 2.96 3.44 3.45 3.11* 2.90 3.45 3.51 5.81** 
一体化度指数 3.48 3.18 3.52 2.58+ 3.61 3.13 3.26 3.33* 
 





図 3.4 I I 図による職位の比較 
 
 もう一つの事実発見は職位に関係するものだが、図 3.4 にみられるように、部課長クラ
ス、係長・主任クラス、一般、とおおまかに職位に分けて、職位ごとに一体化度指数と無
関心度指数の平均を求めて、I I 図上に示すと、次の事実発見が得られる。 
• 事実発見 2. 部課長クラスはタイプ 3 の意思決定者型で、一般、係長・主任クラス
と比べて、活性化している。 
 この事実発見 2 はごく当たり前で、説明の必要もないと思われる。裏を返せば、I I 図が
組織の活性化分析に有用であることの一つの傍証となりうる。 
3. 経営諸施策の効果分析への I I 図の応用可能性 












































 さらに、この表 3.3 で得られた無関心度指数の平均値の差と一体化度指数の平均値の差
を I I 図にベクトルとして描いてみると、次の図 3.5 が得られる。この図のベクトルは、経






うな I I 図を描いてみることによって、表 3.3 での傾向がより容易に確認できるだけでな




表 3.3 経営諸施策の採用・不採用と無関心度指数・一体化度指数  
 A 無関心度指数 B 一体化度指数 B/A 
平均値 差 平均値 差 
g. 持ち株制度  





不採用 3.45 3.50 
j. 海外留学制度 





不採用 3.45 3.49 
f. 財形制度   




不採用 3.39 3.37 
i. 保養施設   





不採用 3.92 3.79 
b. 転勤     





不採用 3.75 3.57 
c. 自己申告制度 





不採用 3.53 3.42 
n. 社内教育   




不採用 3.67 3.46 
m. 労働組合活動 




不採用 3.60 3.40 
d. 専門職制度  




不採用 3.88 3.38 
k. 社内ベンチャー制度  




不採用 3.45 3.31 
a. ジョブ・ローテーション  




不採用 3.67 3.32 
e. 小集団・提案制度   




不採用 3.73 3.20 
l. 能力主義の人事評価   




不採用 3.76 3.18 
h. レクリエーション施策  




不採用 3.04 3.29 
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る。それは次の表 3.4 によって示される。 
 いま、経営諸施策の実施件数の少ない方から順に並べると、C 社(8 件)、A 社、B 社(とも




 また、一体化度指数が低いタイプ 2 の C 社、D 社は他社と比較すると、ともに異部門間
でのジョブ・ローテーションを行なっていないという特徴がある。これは、セクショナリ
ズムを引き起こし、一体化度指数を低下させる一因になっていると考えられる。特に C 社





表 3.4 7 社の経営諸施策の実施状況  
 タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 
A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 
g. 持ち株制度       × × 1974 1986 × 1970 ○ 
j. 海外留学制度      × 1978 × ○ 1985 ○ ○ 
f. 財形制度        1977 1984 1980 ○ 1961 1978 ○ 
i. 保養施設        × 1958 ○ ○ ○ ○ ○ 
b. 転勤          × × ○ ○ 1970 ○ ○ 
c. 自己申告制度      1980 × 1961 × ○ ○ ○ 
n. 社内教育        1984 1985 × ○ 1977 ○ ○ 
m. 労働組合活動      1971 1946 1946 1950 1954 1946 ○ 
d. 専門職制度       1985 1985 × ○ 1978 × ○ 
k. 社内ベンチャー制度   × × × × × 1971 × 
a. ジョブ・ローテーション 1977 × × × ○ 1984 ○ 
e. 小集団・提案制度    1972 1984 ○ 1983 1979 1981 ○ 
l. 能力主義の人事評価   1970 1986 × ○ 1968 1970 ○ 
h. レクリエーション施策  1971 1984 1973 ○ ○ ○ ○ 

































タイプ 2 (官僚型)    ○ × × 
タイプ 1 (受動的器械型) ○ ○ × 
タイプ 3 (意思決定者型) ○ ○ ○ 
適合している環境の不確実性水準 低 中 高 
○は各タイプの組織で週択可能な組織形態 
×は各タイプの組織で選択不可能な組織形態 

















れる。それは I I 図のもっている非対称性とでもいうべき特質である。 
 一体化度指数が高く、無関心度指数が低いタイプ 3 が活性化された状態の組織であると
既に述べたが、一体化度指数は高いほど良く、無関心度指数は低いほど良いというわけで
はない。実はタイプ 3 の隣に崩壊した組織とでもいうべきタイプ 4 があるのである。日常
的によくみかけるこの類の図では、一番「良い」状態の対極(I I 図でいえばタイプ 2 の場
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所)に一番「悪い」状態があることが多いが、I I 図では一番「良い」状態の隣に一番「悪





プ 3 への推移の道程でその軌道がタイプ 4 を通過することになり、非構成員の状態に陥っ
てしまったことを示している。その意味で活性化は両刃の剣とでもいえるような危険性を
もっているわけであり、そうした観点から I I 図を眺めることは、活性化について考察する
際の助けとなるであろう。 
 今回の 7 社という少ない事例でも、仮説 1、2 の検証、及び事実発見を通して、I I 図によ
る特徴づけが当初の期待以上に明確で、かなり的を得たものであるという心証が得られ
た。I I 図では絶対的な位置よりは、相対的な位置に、そしてベクトルの方向に意味があ
る。1 社だけのデータでも時系列的に収集して I I 図にプロッ卜していけば、その組織の状
態の推移を意味づけることができる。I I 図の特長は、複数の組織の間での比較、または、









第 4 章 ぬるま湯感と体感温度仮説 
 
 「組織の活性化された状態」については、既に、第 1 部でその理論的背景及びその測定
手法について考察した。そこでは、数理的組織設計論から得られる知見を基にして、組織
活性化の枠組みを提示しており、さらにその枠組みを基にして、組織の活性化された状態








 そこで、この第 2 部では「組織が活性化していない状態」の典型として、いわゆる企業
の「ぬるま湯的体質」に着目することにした。ぬるま湯の現象がどのような状態のとき発
生しているのか、そして、ぬるま湯的体質が組織の活性化にどのような意味をもっている
のかを明らかにするために、この第 2 部は 2 回の調査と一連の分析作業をとおして、ぬる
ま湯感と活性化、職務満足及びそれら相互間の関係を体系的に説明するための枠組みを提
示し、それを調査データに基づいて検証することを目的としている。 
 そのために、第 3 章で扱われた 1986 年に実施された調査とは別個に、この第 4 章で扱わ
れる 1987 年に実施された調査(以下「1987 年調査」と略記)と、次の第 5 章で扱われる 1988
年に実施された調査(以下「1988 年調査」と略記)の 2 回の調査を行なった(この第 2 部で扱















(1) 1987 年調査の方法 
 1987 年調査で調査対象となったのは、日本生産性本部の経営アカデミー「人間能力と組
織開発」コースの 1987 年度の参加者の所属企業 11 社である。調査は質問調査票の質問を
作成する前のヒアリング調査と、質問調査票を使った質問票調査の 2 段階に分けて行なわ
れた。 
 第 1 段階のヒアリング調査では、1987 年 6 月 12・13 の両日に、合宿形式で集中的に 1
社平均 70 分程度をかけて、各社の会社の概要、組織的特徴、問題点、社風などを中心にし
て、報告、質疑応答等が行なわれた。さらに、そこで出された問題意識を基にして、この




理する形で、個人の仕事に対する姿勢に関する 25 の質問項目(質問 4.1～4.25)と、職場に関
する 25 の質問項目(質問 5.1～5.25)の計 50 項目のリストを作成し、これを「Yes-No」形式
の質問にまとめた。 
 調査の第 2 段階では、各社の職場単位での質問票調査を行なった。まず、各社のヒアリ
ング対象者の所属する、もしくはそれに比較的近いホワイトカラーの組織単位を選び、さ
らにその中において、一つまたは複数の「職場」を選び、その職場の構成員に対して、原
則として、全数調査を行なった。各社において選ばれた職場数は 1 カ所から 9 ヵ所まで幅
があるので、各社の標本数には 25 人から 154 人まで開きがあるが、総職場数は 39 ヵ所、
総標本数は 690 人、職場当たりの平均標本数は 17.7 人となっている。このような方法によ
って調査対象に選ばれた 11 社 690 人に対して、1987 年 8 月 26 日(水曜日)に各社一斉に質





と思われる。もしくは、活性化した状態を表すと思われる。前述の質問 4 系、5 系の計 50
の「Yes-No」形式の質問項目の他に、個人属性に関する質問 1 系や一般的質問である質問
2 系、3 系を含めたものである。 
(2)ぬるま湯感と活性化・職務満足 
 そこで、この 1987 年調査のデータを基にして、ぬるま湯現象について考察していくこと
にしよう。ぬるま湯現象を典型とする組織の活性化していない状態を表すと思われる前述


























(質問 4 系)との相関がともに高いという特徴のあることもわかった。 













だと感じることがある。   
Yes No 計 
Yes 175 176 351 
No 138 77 215 
計 313 253 566 
φ＝0.140 χ2＝11. 074*** τb＝0.140*** 




いることがわかる。C 社は、71.7%がぬるま湯だと感じていて、その比率は 11 社中もっと
も高くなっているが、一方、仕事に充実感を感じている者も 72.9%もいて、この比率も 11
社中 3 番目に高いものである。つまり、C 社においては、まさに仕事の充実感とぬるま湯
感が共存しているのである。同様に、職場別にみてみると、ぬるま湯感と仕事の充実感の
共存する職場が、C 社に限らず、かなり存在していることもわかっている。 

























 そこで、前述の 50 の質問項目のうち、データ分析の結果等も参考にしながら、基本的に
は論理的に考えて、組織のシステムとしての変化性向を表すものと考えられる「あなたの
職場に関する」質問 5 系の中から、次の五つの質問を選び出した。 
• 「5.3 仕事上の前向きの失敗は問わないという雰囲気がある。」 
• 「5.9 職場の上司は、その上の上司を動かす力があると思う。」 
• 「5.10 仕事上の個人の業績、貢献の高い人は、昇進、昇格あるいは昇給などを確
実に果たしている。」 
• 「5.14 いままでの仕事の進め方は、今後、変わりそうにない。」 





社別のクロス表に 1%水準、もしくは 0.1%水準で有意な関連がみられた。 
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1. A 社 19 84.21 84.21 89.47 52.63 89.47 4.00 
2. B 社 27 85.19 55.56 37.04 66.67 74.07 3.19 
3. C 社 55 56.36 63.64 63.64 43.64 45.45 2.73 
4. D 社 18 61.11 50.00 66.67 5.56 66.67 2.50 
5. E 社 96 81.25 80.21 68.75 62.50 79.17 3.72 
6. F 社 78 64.10 65.38 37.18 41.03 28.21 2.36 
7. G 社 65 70.77 61.54 60.00 44.62 49.23 2.86 
8. H 社 53 75.47 60.38 69.81 47.17 39.62 2.92 
9. I 社 26 92.31 92.31 53.85 88.46 65.38 3.92 
10. J 社 40 82.50 82.50 45.00 57.50 47.50 3.15 
11. K 社 48 68.75 39.58 52.08 58.33 62.50 2.81 
全体 525 73.33 66.86 57.52 52.00 55.43 3.05 
χ2 26.40** 44.47*** 38.93*** 44.45*** 70.55*** F＝8.80*** 
 この五つの質問を基にして、各個人について、5.3、5.9、5.10 については「Yes」ならば
1 点、「No」ならば 0 点を与え、5.14、5.20 については「Yes」ならば 0 点、「No」ならば






ータを基にした計算の結果では、分布は表 4.3 のようになる。 
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0 20 3.8 
1 57 10.9 
2 88 16.8 
3 141 26.9 
4 149 28.4 
5 70 13.3 




SINDEX が 0.1%水準で有意に低く、システム温が低いことが確かめられたのである。 
表 4.4 ぬるま湯感とシステム温  
質問 5.25 N 
システム温 
SINDEX 
1. Yes (ぬるま湯) 292 2.72 
2. No (非ぬるま湯) 233 3.46 






は 0.1%水準で有意な差がみられるものの、11 社中で最高の 71.7%の人がぬるま湯感を感じ












ものも 72.9%と 11 社中 3 番目に高かった会社である。そのことを考え合わせると、ぬるま
湯感には、単に、組織のシステム側の要因だけではなく、人の側にも原因がありそうであ
る。そこで、次のように考え、仮説を立ててみることにしよう。 
















のように定義し、ぬるま湯感が「体感温度」(effective temperature または bodily sensation 
temperature)によって説明できると考え、次のような仮説を立てる。 


























• 「4.14 新しい仕事をどんどんやりたい。」 
• 「4.25 できれば人よりも早く昇進したいと思っている。」 
このうち、4.7 については「No」、他の 4.8、4.10、4.14、4.25 については「Yes」と答えた
方が変化性向が大きいと考えられる。 
 そこで、SINDEX と同様にして、この五つの質問を基にして、各個人について、4.7 につ
いては 「Yes」ならば 0 点、「No」ならば 1 点、他の 4.8、4.10、4.14、4.25 については




次の表 4.5 のようになる。 






0 17 3.2 
1 29 5.5 
2 54 10.3 
3 104 19.8 
4 163 31.0 






表 4.6 ぬるま湯感と体温  
質問 5.25 N 
体温 
BINDEX 
1. Yes (ぬるま湯) 292 3.64 
2. No (非ぬるま湯) 233 3.56 
全体 525 3.60 
t＝0.68 




されたとおり、C 社はやはり休温の平均値も 4.04 と高く、充実感と同様に、11 社中 3 番目
に高い値になっている。 
















1. A 社 19 78.95 94.74 94.74 89.47 47.37 4.05 -0.05 
2. B 社 27 74.07 70.37 85.19 85.19 37.04 3.52 -0.33 
3. C 社 55 60.00 92.73 92.73 92.73 66.45 4.04 -1.31 
4. D 社 18 44.44 83.33 88.89 83.33 44.44 3.44 -0.94 
5. E 社 96 56.25 84.38 86.46 88.54 52.08 3.68 0.04 
6. F 社 78 41.03 70.51 79.49 83.33 48.72 3.23 -0.87 
7. G 社 65 36.92 75.38 84.62 93.85 53.85 3.45 -0.58 
8. H 社 53 58.49 58.49 84.91 77.36 47.17 3.26 -0.34 
9. I 社 26 92.31 96.15 100.00 100.00 65.38 4.54 -0.62 
10. J 社 40 47.50 90.00 97.50 90.00 72.50 3.98 -0.83 
11. K 社 48 52.08 58.33 79.17 87.50 47.92 3.25 -0.44 
全体 525 54.29 77.71 86.86 88.00 53.33 3.60 -0.55 






ことが考えられる。そのため、仮説 3 の図 4.2 (A) (B)の「ぬるま湯」「熱湯」群ほどには
「ぬるま湯」「非ぬるま湯」群がきれいに分れないことが考えられる。 
 まず、体温を縦軸、システム温を横軸とする散布図にメンバーをプロットしてみょう。
その結果は、図 4.3 の(A) (B) (C)のようになった。傾向としては、仮説どおりの傾向が表れ






図 4.3 体温・システム温散布図 
(A)全体 
Cramer's V＝0.146 χ2＝56.021*** 
(B)「ぬるま湯」 
Cramer's V＝0.158 χ2＝36.470+ 
(C)「非ぬるま湯」 
Cramer's V＝0.219 χ2＝55.980*** 
(注)網掛けしたセルは相対度数 5%以上の度数のセル。 
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表 4.8 ぬるま湯感と体感温度  
質問 5.25 N 
体感温度 
T 
1. Yes (ぬるま湯) 292 -0.91 
2. No (非ぬるま湯) 233 -0.09 
全体 525 -0.55 
t＝-5.79*** 
 以上のことは、表 4.9 のように、「ぬるま湯」群、「非ぬるま湯」群両者の分布を相対
度数でみるとより明確になる。この表 4.9 をもとにして相対度数折れ線を描くと図 4.4 のよ
うになり、仮説 3 の図 4.2 (B)とほぼ同じ図が得られる。ただし、やはり図 4.2 (B)ほどに
は、はっきりと両群の分布は分かれてはいない。図 4.4 は図 4.2 (B)との対応の関係で相対
度数折れ線になっているが、相対度数折れ線ではなく度数折れ線を描くと、「ぬるま湯」
群と「非ぬるま湯」群の度数折れ線の交差する点が、体感温度-1 と 0 の間にあることか
ら、判別の境界を整数にとれば、T≦-1 ならば「ぬるま湯」、T≧0 ならば「非ぬるま湯」
と判別するとき、誤判別は 200 人、誤判別率 38.1%と最小になる。 
表 4.9 ぬるま湯感と体感温度の分布  
質問 5.25 
体感温度 T 
-5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 計 
1. Yes (ぬるま湯) 
1 17 27 56 84 58 28 12 6 2 1 292 
(0.34) (5.82) (9.25) (19.18) (28.77) (19.86) (9.59) (4.11) (2.05) (0.68) (0.34) (100.00) 
2. No (非ぬるま湯) 
2 1 8 31 51 60 44 25 9 2 0 233 
(0.86) (0.43) (3.43) (13.30) (21.89) (25.75) (18.88) (10.73) (3.86) (0.86) (0.00) (100.00) 
計 3 18 35 87 135 118 72 37 15 4 1 525 




図 4.4 相対度数折れ線 
 



















 システム温を算出する基となった質問 5.3、5.9、5.10、5.14、5.20 について主成分分析を
行なってみると、各主成分に対応する固有値は、1.565、0.969、0.958、0.772、0.735 とな
り、第 1 主成分だけが 1 を超えていて、第 2 主成分以下は固有値の値が急に小さくなって
いる。したがって、この第 1 主成分だけをみることにする。第 1 主成分に対応する固有ベ




 同様に、体温を算出する基となった質問 4.7、4.8、4.10、4.14、4.25 について主成分分析
を行なってみると、各主成分に対応する固有値は、2.050、0.847、0.769、0.741、0.592 とな
り、第 1 主成分だけが 1 をはるかに超えていて、第 2 主成分以下は固有値の値が急に小さ
くなっている。したがって、この第 1 主成分だけをみることにする。第 1 主成分に対応す
る固有ベクトルから、各質問項目に対する重み係数を求めると、第 1 主成分 B は、 
B＝0.425Q4.7＋0.489Q4.8＋0.479Q4.10＋0.437Q4.14＋0.399Q4.25 




 実際、システム温、体温、体感温度を以上の第 1 主成分の重み係数を使って計算し直し
た上で、「ぬるま湯」「非ぬるま湯」群の間での平均値の差の検定を行なうと、その結果
は、表 4.10 のようになり、等ウェイトの場合と同様の結果が得られる。また、会社別に






表 4.10 第 1 主成分によるシステム温・体温・体感温度  
質問 5.25 N S B S-B 
1. Yes (ぬるま湯) 292 1.22 1.64 -0.41 
2. No (非ぬるま湯) 233 1.52 1.60 -0.08 
全体 525 1.36 1.62 -0.27 
t  -5.87*** 0.65  -5.29*** 
 




 次に、システム温の算出に用いた 5.3、5.9、5.10、5.14、5.20 の質問 5 系の 5 問、体温の




     －0.230Q4.7－0.144Q4.8＋0.150Q4.10－0.237Q4.14－0.094Q4.25  
この線形判別関数を基にして u を計算し、u<0 のとき「ぬるま湯」、u>0 のとき「非ぬるま
湯」と判別するとよいことになる。 
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 システム温を計算するのに用いた質問 5 系の各質問項目に対応している係数は 5.3、5.20
で多少ばらついているが、符号はすべて正である。他方、体温を計算するのに用いた質問
4 系の各質問項目に対応している係数は 4.10 を除いてすべて負となっており、その大きさ




 実際に、この線形判別関数を用いたときの判別の結果は表 4.11 のようになっているが、
誤判別は 187 人、誤判別率は 35.6%となっていて、誤判別率は低いとはいえない。システ
ム温、体温を等ウェイトで求めたときの誤判別 200 人、誤判別率 38.1%をこの判別分析の
結果と比較すると大差なく、本研究での方法が多少なりとも有効なものであったことがわ
かる。 
表 4.11 判別結果の比較  
質問 5.25 
判別分析による判別結果 体感温度による判別結果 
1. Yes 2. No 計 1. Yes 2. No 計 
1. Yes (ぬるま湯) 182 (62.3) 110 (37.7)  292  185 (63.3) 107 (36.6)  292  
2. No (非ぬるま湯) 77 (33.1) 156 (66.9)  233  93 (39.9) 140 (60.1)  233  
計 259 266  525  278 247  525  
         誤判別数＝187      誤判別数＝200 







第 5 章 ぬるま湯感と活性化 
 






































































図 5.1 体温・システム温と職務満足 
 








































企画、実施された。この 1988 年調査は中間管理職を対象として行なわれた。 
(1) 1988 年調査の方法 
 1988 年調査で調査対象となったのは、1987 年調査と同様に、日本生産性本部の経営アカ
デミー「人間能力と組織開発」コースの今度は 1988 年度の参加者の所属企業 8 社である。
調査は 1987 年調査と同様の手順を踏んで、質問調査票の質問を作成する前のヒアリング調
査と、質問調査票を使った質問票調査の 2 段階に分けて行なわれた。 
 第 1 段階のヒアリング調査では、1988 年 6 月 17・18 の両目に、合宿形式で集中的に 1
社平均 70 分程度をかけて、各社の会社の概要、組織的特徴、問題点、社風などを中心にし
て、報告、質疑応答等が行なわれた。さらに、そこで出された問題意識を基にして、この




個人の仕事に対する姿勢に関する 25 の質問項目と、職場に関する 25 の質問項目の計 50 項
目のリストを作成した。これに 1987 年調査でシステム温、体温を算出するために用いた個
人の仕事に対する姿勢に関する五つの質問項目と、職場に関する五つの質問項目をそれぞ
れに加えて、30 問ずつの計 60 問の質問項目リストを作成した。 




た。各社において選ばれた職場数は 2 ヵ所から 9 ヵ所まで幅があるので、各社の標本数に
は 30 人から 190 人まで開きがあるが、総職場数は 37 ヵ所、総標本数は 770 人、職場当た
りの平均標本数は 20.8 人となっている。このような方法によって調査対象に選ばれた 8 社
770 人に対して、1988 年 8 月 31 日(水曜日)に各社一斉に質問調査票が配布され、記入して
もらった上で、9 月 5 日(月曜日)までに回収するという形で、質問票調査が行なわれた。 
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 その結果、626 人から質問調査票が回収できた。回収率は 81.3%であった。回収された質
問調査票は、あらかじめ決められた指示にしたがって、各社の担当者によって点検された
上で、筆者がクリーニングを行なった。使用した質問調査票は、前述の 60 の「Yes-No」形
式の質問項目の他に、1987 年調査と同様の個人属性や一般的質問、及び、仮説 5 に対応し
て設けられた会社に対する評価についての質問を含めたものである。 
(2)体感温度仮説の検証 
 1988 年調査では、1987 年調査と同じぬるま湯感についての質問「職場の雰囲気を「ぬる
ま湯」だと感じることがある。」に対しては、69.7%が「Yes」、30.3%が「No」と答えて







トしてみると、その結果は、図 5.2 の(A) (B) (C)のようになった。傾向としては、仮説に近





図 5.2 体温・システム温散布図 
(A)全体 
Cramer's V＝0.111 χ2＝37.736* 
(B)「ぬるま湯」 
Cramer's V＝0.111 χ2＝26.066 
(C)「非ぬるま湯」 
Cramer's V＝0.226 χ2＝47.774** 
(注)網掛けしたセルは相対度数 5%以上の度数のセル。 
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 さらに、システム温 SINDEX、体温 BINDEX をもとにして体感温度 T を計算して求めて
みると、表 5.1 にあるように、「ぬるま湯」群と「非ぬるま湯」群とでは、体感温度の平
均値に有意な差があり、第 4 章の仮説 3 のとおりに、「ぬるま湯」群の体感温度の方が
「非ぬるま湯」群の体感温度よりも低いことがわかった。 
表 5.1 ぬるま湯感と体感温度  
質問 5.25 N 
システム温 
 SINDEX  
体温 
 BINDEX  
 体感温度  
T 
1. Yes (ぬるま湯) 422 2.90 4.09 -1.19 
2. No (非ぬるま湯) 187 3.43 4.10 -0.66 
全体 609 3.06 4.09 -1.03 
 t -4.85*** -0.09 -4.11*** 
 また、「ぬるま湯」群、「非ぬるま湯」群両者の分布を相対度数でみると表 5.2 のよう




し、T≧0 ならば「非ぬるま湯」と判別してみると、このとき、誤判別は 235 人、誤判別率
は 38.6%となっている。これは 1987 年調査の誤判別率 38.1%とほとんど同水準であり、体
感温度による判別は安定していることがわかる。 
表 5.2 ぬるま湯感と休感温度の分布  
質問 5.25 
体感温度 T 
-5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 計 
1. Yes (ぬるま湯) 
2 32 58 79 117 74 39 18 2 1 0 422 
(0.47) (7.58) (13.74) (18.72) (27.73) (17.54) (9.24) (4.27) (0.47) (0.24) (0.00) (100.00) 
2. No (非ぬるま湯) 
0 5 12 32 52 50 26 8 2 0 0 187 
(0.00) (2.67) (6.42) (17.11) (27.81) (26.74) (13.90) (4.28) (1.07) (0.00) (0.00) (100.00) 
計 2 37 70 111 169 124 65 26 4 1 0 609 




図 5.3 相対度数折れ線 
 
 ところで、1987 年調査のデータと比較しても、1988 年調査のデータは体温の分布が 4 と
5 に偏りすぎていることが、図 5.2 (A)からわかる。体温 5 が 43.7%、体温 4 が 33.8%とこの










1988 年調査のシステム温の平均値は 3.06 で、1987 年調査のシステム温の平均値 3.05 とほ
とんど同じであり、システム温だけによって 1988 年調査での中間管理職の高水準のぬるま
湯感を説明することはできないのである。 
 ところが、体感温度仮説によれば、1987 年、1988 年の 2 回の調査で、システム温の平均










表 5.3 システム温・体温・体感温度  
 N システム温 
 SINDEX  
体温 
 BINDEX  
 体感温度  
T 
1. L 社 46 3.02 3.96 -0.93 
2. M 社 111 3.35 4.25 -0.90 
3. N 社 71 3.24 3.96 -0.72 
4. O 社 56 3.43 3.91 -0.48 
5. P 社 108 3.35 4.03 -0.68 
6. Q 社 142 2.77 4.25 -1.48 
7. R 社 52 2.58 4.04 -1.46 
8. S 社 23 1.87 3.87 -2.00 
全体 609 3.06 4.09 -0.55 
F 8.08*** 1.52 6.26*** 
 





データによる図 4.5 と比較すると明白である。既に述べたように、1987 年調査データと比
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較すると、全体でのシステム温の平均値は 3.05 と 3.06 とほとんど同じなのに対して、全体




に図 4.5 の体温の平均値線も破線で書き込んでみると、1987 年調査の基準で考えると、8
社とも「ぬるま湯」領域か「適温」領域に入ってしまうことがわかる。前述のぬるま湯感










 システム温・体温の主成分分析を 1987 年調査と同様に行なってみよう。システム温を算
出する基となった 1987 年調査の質問 5.3、5.9、5.10、5.14、5.20 に対応する同じ質問項目
について主成分分析を行なってみると、各主成分に対応する固有値は、1.501、1.081、
0.905、0.808、0.704 となり、第 1、2 主成分だけが 1 を超えていて、第 2 主成分以下は固有
値の値が急に小さくなっている。したがって、この第 1 主成分だけをみることにする。第
1 主成分に対応する固有ベクトルから、各質問項目に対する重み係数を求めると、第 1 主




 同様に、体温を算出する基となった 1987 年調査の質問 4.7、4.8、4.10、4.14、4.25 に対
応する同じ質問項目について主成分分析を行なってみると、各主成分に対応する固有値
は、1.660、0.962、0.899、0.820、0.660 となり、第 1 主成分だけが 1 を超えていて第 2 主成
分以下は固有値の値が急に小さくなっている。したがって、この第 1 主成分だけをみるこ
とにする。第 1 主成分に対応する固有ベクトルから、各質問項目に対する重み係数を求め
ると、第一主成分 B は、 
B＝0.360Q4.7＋0.541Q4.8＋0.446Q4.10＋0.490Q4.14＋0.372Q4.25 
となり、各質問項目に対する重み係数は S 以上にほぼ一定したものになっている。 
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     －0.112Q4.7－0.033Q4.8＋0.287Q4.10＋0.288Q4.14－0.358Q4.25  
この線形判別関数を基にして u を計算し、u<0 のとき「ぬるま湯」、u>0 のとき「非ぬるま






5 系の各質問項目に対応している係数は 5.20 が大きくなっているが、符号はすべて正であ
る。他方、体温を計算するのに用いた質問 4 系の各質問項目に対応している係数は 4.10、
4.14 を除いて負となっており、1987 年調査のときほどにはきれいに表れてはいないもの





 この線形判別関数を用いたときの判別の結果は表 5.4 のようになっているが、誤判別は
240 人、誤判別率は 39.4%となっていて、システム温、体温を等ウェイトで求めたときの誤









表 5.4 判別結果の比較  
質問 5.25 
判別分析による判別結果 体感温度による判別結果 
1. Yes 2. No 計 1. Yes 2. No 計 
1. Yes (ぬるま湯) 244 (57.8) 178 (42.2)  422  288 (68.2) 134 (31.8)  422  
2. No (非ぬるま湯) 62 (33.2) 125 (66.8)  187  101 (54.0) 86 (46.0)  187  
計 306 303  609  389 220  609  
         誤判別数＝240      誤判別数＝235 





 次に、仮説 4、5 の検証を行なってみょう。ここで問題となるのは、業種、会社、職種、
職位が異なると、質問票調査では、外発的報酬のレベルの比較が難しいということであ
る。そこで、外発的報酬とシステム温との関係を考えてみょう。 

















高 高 低 










 実際の測定には、内発的報酬 INTRIN については、「あなたと仕事との係わり」に関す
る次の五つの「Yes-No」形式の質問、  
• 「4.16 いまの仕事は面白いと思う。」 
• 「4.22 仕事が楽しく、職場での毎日が生き生きとしている。」 
• 「4.23 会社、職場で、自らの存在感を感じている。」 
• 「4.24 自分は会社に貢献していると感じることがある。」 
• 「4.25 自分は会社にとって、なくてはならない人だと思っている。」 




 これらの変数間には、表 5.6 のような相関関係があり、パス係数を求めると図 5.6 のよう
になる。このパス解析の結果から、内発的報酬を経由する結合よりも、外発的報酬を経由
する結合の方がパス係数の値はずっと小さく、職務満足に対する効果は小さいということ
がわかる。したがってパス解析の結果から仮説 4 が部分的にではあるが検証された。 
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表 5.6 変数間の相関係数(Pearson's r)  
 SINDEX INTRIN JS 
BINDEX 0.130** 0.415*** 0.279*** 
SINDEX  0.196*** 0.199*** 
INTRIN   0.622*** 
 
図 5.6 パス解析の結果 
 



























表 5.7 勤務評定とシステム温・体温・体感温度  
 N システム温 
 SINDEX  
体温 
 BINDEX  





1. 業績 374 3.30 4.20 -0.90 
2. 能力 82 3.06 4.00 -0.94 
3. 年功 72 2.51 3.94 -1.43 
4. 主観 78 2.47 3.79 -1.32 
全体 606 3.07 4.09 -1.02 




1. 業績 154 3.47 4.26 -0.79 
2. 能力 282 3.21 4.12 -0.91 
3. 年功 69 2.54 3.97 -1.43 
4. 主観 103 2.40 3.82 -1.42 
全体 608 3.06 4.09 -1.03 
F 21.59*** 4.06** 5.58*** 
質問 2.4 
自分の勤務評定の正当性 
1. だいたい正当 411 3.31 4.13 -0.82 
2. 時々疑問 175 2.58 3.98 -1.41 
3. 不当 23 2.26 4.22 -1.96 
全体 609 3.06 4.09 -1.03 




表 5.8 勤務評定項目 





 質問 2.2 
 賞与に関する勤務評定で 
 一番重視されている項目 









































計 385 84 74 80 623 





 質問 2.2 
 賞与に関する勤務評定で 
 一番重視されている項目 
 質問 2.3 
 昇進給与に関する勤務評定で 
 一番重視されている項目 


























































計 385 84 74 80 623 159 289 70 107 625 
       Cramer's V＝0.242 χ2＝73.099***  Cramer's V＝0.248 χ2＝77.051*** 
( )内は「度数－期待度数」を表す。 










 以上のことから、仮説 4、5 が検証されるとともに、人事考課制度のもつ重要性、評定基
準の明確さのもつ重要性が明らかになった。 
4. 体感温度の盲点と活性化 













































BS 図(BS chart; BINDEX-SINDEX chart)と呼ぶ。既に試験的にこの BS 図を用い、会社単位
で職場間の比較を行なったケース研究が、1987 年調査の調査対象企業の担当者自らの手に

















る。実際、図 4.3 や図 5.2 では「非ぬるま湯」群の大部分は適温領域に分布し、水風呂領域
や熱湯領域にはあまり分布していなかったという事実は、この予想を裏づけるものといえ







第 6 章 民営化を契機とした NTT 子会社戦略の転換 
 
 第 4 章では、体感温度仮説を立て、1987 年調査のデータを用いて、その裏づけを行なっ
た。ところで、その第 4 章の表 4.2 と表 4.7 及び図 4.5 をみるとわかるのだが、調査対象と
なった 11 社のうちに、システム温 3.92、体温 4.54 と、それぞれ 11 社中 2 番目、1 番目に
高い値をとっていた、まさに適温の活性化企業 I 社があった。この I 社こそが、実は、民営
化後約 2 年半を経過した日本電信電話株式会社(以下「NTT」と略記)だったのである。 
 これは、数年前までお役所だったということを考えると、驚くべき数字だといってよい
だろう。ちなみに、体温の算出にも用いた「あなたの仕事に対する姿勢」に関する質問 4








表 6.1 1987 年調査での「自分の仕事に対する姿勢」に関する Yes-No 形式の質問に対する Yes の比率(%)  
質問 順位 a NTT 全体 Cramer's V χ2 
4.1+ トップの経営方針と関係づけて仕事している 1 88.9 (36) 61.3 (574) 0.305 53.524*** 
4.2+ 会社における自分の役割を考えて仕事している 1 97.1 (35) 85.4 (575) 0.260 38.813*** 
4.3+ 5 年後、10 年後の自分を考えて仕事している 3 37.1 (35) 32.5 (572) 0.159 14.389 
4.4+ 必要あれば与えられた仕事以外でも対処する 1 100.0 (37) 95.7 (579) 0.152 13.463 
4.5- 自分の仕事の意思決定責任は自分にない 1 48.6 (35) 63.3 (570) 0.194 21.481* 
4.6- 自分の仕事上の決定は自分一人で行わない 4 88.6 (35) 92.0 (576) 0.186 19.864* 
4.7- 業績よりも問題・ミスを重視している 1 11.8 (34) 46.1 (564) 0.265 39.714*** 
4.8+ 自分の仕事の改善を心がけている 3 91.4 (35) 77.8 (571) 0.269 41.213*** 
4.9+ 他人の仕事・やり方に関心がある 3 91.7 (36) 84.7 (577) 0.211 25.661** 
4.10+ 自分の仕事の知識修得に努力している 1 100.0 (37) 86.4 (574) 0.170 16.652* 
4.11+ 人にまかせられない仕事がある 1 70.3 (37) 52.2 (575) 0.141 11.373 
4.12+ 自分の仕事にプライドをもっている 5 86.5 (37) 85.2 (574) 0.146 12.161 
4.13+ 自分の仕事に対して信念をもっている 1 73.5 (34) 53.2 (566) 0.222 27.828** 
4.14+ 新しい仕事をどんどんやりたい 1 97.3 (37) 87.6 (571) 0.160 14.670 
4.15+ 自分の年収は他社より高い 4 25.7 (35) 21.7 (571) 0.408 94.914*** 
4.16+ 時給を意識する 2 81.1 (37) 72.4 (576) 0.166 15.869 
4.17+ 会社のために自分の私生活が犠牲になってもいい 1 33.3 (36) 15.0 (573) 0.233 31.214*** 
4.18- 自分が頑張らなくても心配ない 1 5.6 (36) 15.2 (571) 0.158 14.195 
4.19- 残業前提で仕事することがある 6 30.6 (36) 32.9 (574) 0.268 41.112*** 
4.20- 同業他社の業績不振はやり方がまずいせいだ 2 43.8 (32) 44.0 (559) 0.184 19.027* 
4.21- 自分の会社は大丈夫 1 8.3 (36) 32.7 (574) 0.252 36.639*** 
4.22+ 自分は会社を辞めても食っていける 11 42.9 (35) 60.1 (574) 0.202 23.469** 
4.23- 会社の将来が悲観的になっても会社に留まりたい 2 23.5 (34) 40.9 (567) 0.282 45.098*** 
4.24+ 自分の仕事に充実感を感じている 1 77.8 (36) 62.0 (573) 0.233 30.981*** 
4.25+ 人より早く昇進したい 3 60.0 (35) 52.7 (566) 0.177 17.670+ 
a 11 社中の NTT の順位 
( )内は有効サンプル数 
χ2検定は 11×2 のクロス集計表に関する検定 (+ p<0.1; * p<0.05; ** p<0.01; *** p<0.001) 
 この表 6.1 には、「+」の質問に関しては「Yes」の比率の高い順にみた NTT の順位、
「-」の質問に関しては「No」の比率の高い順にみた NTT の順位が示されている。すなわ
ち、活性化の程度に関する 11 社中の NTT の順位が示されていると考えてよい。それでも
わかるように、25 項目のうち NTT は実に過半数の 13 項目で 1 位を占め、20 項目で 3 位以




 ただし、NTT の回答者は NTT 全体にわたっているというわけではない。実際には、NTT
のうちでも、関連企業部に所属する 40 人が調査対象に選ばれた。この内訳は、もともとの
関連企業部のスタッフである 20 人と関連企業部所属の出向者 20 人となっているが、NTT
側の事情により、残念ながら両者については分けて分析することはできなかった。調査時









良い影響を与えているのではないかという指摘もなされていた(下田, 1986; 結城, 1987)。






うな NTT 社員の意識改革、活性化といった効果をもたらすことができたのであろうか。 




1987 年調査の調査時点までをカバーできるように、民営化後 3 年までの公社から NTT への
民営化プロセスに焦点を当てる。 










 NTT の新規事業開発とそれに伴う「新規事業会社」と呼ばれる NTT の関係会社群の形成
の基本的意図は、従来、多すぎる要員の縮減策であるとの理解があった。例えば、下田
(1986)のような NTT の戦略性を強調したものにも、そうした理解の仕方がみられる。いわ
ゆる余剰人員の受け皿作りである。そうした理解は、1982 年 5 月 17 日の臨時行政調査会
(以下「臨調」と略記)第 4 部会報告『3 公社、特殊法人等の在り方について』にも指摘され
る次のような状況認識に基づいていると思われる。 
1. 公社の事業収入は、その約九割を電話収入によっているが、1970 年代前半には年平
均 300 万加入だった電話加入の増加は、1977 年以降、年平均 120 万ないし 130 万程
度と鈍化し、それに伴い電話収入の増加も鈍化している一方で、電話支出は増大傾
向にある(1980 年度決算での対前年度比は、電話収入が 3.9%増、同支出は 6.5%増。
ただし、対前年度増加率は、『日本電信電話公社社史: 経営形態変更までの 8 年の歩
み』(これ以降「社史」として引用する)による)。 
2. 電話支出増大の原因の一つは、経費の約 3 分の 1 を占める人件費であり、1965 年度
に約 24 万人だった要員規模が 1980 年度には約 33 万人と 40%も増加している。 
3. いわゆる「すぐつく電話」と「すぐつながる電話」を目標とした加入電話の積滞解
消と全国自動即時化をそれぞれ 1977 年度と 1979 年 3 月 14 日に達成したことで、
次のような要員縮減問題を考えるべきである。  
• 1970 年代前半の年平均 300 万加入による大量架設時代に大幅に増加した保
守部門の要員数約 15 万人が、現在すでに電話加入増加が鈍化しているにも
かかわらず、縮減されていない。 










2. 表 6.3 から明らかなように、1980 年度から公社の職員数は既に新規の採用を抑える









表 6.2 民営化前の公社の事業収入・支出  
 年度 
1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 
事業収入(億円) 33,713 35,823 37,843 39,528 40,975 42,906 44,994 46,735 
 増加率(%)  6.3 5.6 4.5 3.7 4.7 4.9 3.9 
事業支出(億円) 28,968 31,307 32,949 35,049 36,895 38,358 39,834 41,771 
 増加率(%)  8.1 5.2 6.4 5.3 4.0 3.8 4.9 
(内 電話) 
事業収入(億円) 31,322 32,986 34,804 36,167 37,357 39,052 40,892 42,261 
 増加率(%)  5.3 5.5 3.9 3.3 4.5 4.7 3.3 
事業支出(億円) 25,381 27,398 28,896 30,785 32,474 33,829 35,145 36,973 
 増加率(%)  7.9 5.5 6.5 5.5 4.2 3.9 5.2 
(出所) 社史、資料編 pp.25-26 から作成。 
 
表 6.3 公社・NTT の年度末の職員・従業員数の増滅  
 
年度 
1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 
職員・従業員数* 325,507 328,346 328,708 327,171 326,660 323,338 317,519 313,627 303,951 297,596 291,142 
増減  +2,839 +362 -1,537 -511 -3,322 -5,819 -3,892 -9,676 -6,355 -6,454 
平均年齢 35.3 36.0 36.4 37.0 37.3 37.6 37.9 38.1 38.3 38.7 39.1 
平均勤続年数 16.8 17.5 18.0 18.5 18.7 19.1 19.3 19.5 19.2 19.5 19.9 
新規事業会社へ
の出向者数 
- - - - - - - - 約 600 1,677 2,565 
* 従業員数には休職者を含み、短時間制特別社員及び出向社員は含まない。 






れる(社史, 第 2 編第 6 章)。 
• 公社は 1977 年度に第 5 次 5 ヵ年計画を終了し、加入電話の積滞解消と全国自動即
時化の 2 大目標をほ ぼ達成するに至り、加入電話は需給均衡の時代を迎えるが、
当時は 1972 年頃からあった 651 協約と呼ばれるオペレータ数を合理化のもとでも
87 
65,100 人は確保するとしていた労働組合との申し合せ事項なども存在し、合理化、
集約化の足かせとなっていた。第 6 次 5 ヵ年計画をめぐる労使間の論議の末、1978
年 12 月 13 日に、公社と全国電気通信労働組合は「第 6 次 5 ヵ年計画に際しての了
解事項」を締結するに至った。その際、了解事項の締結に併せ、各部門の諸施策に

















• 1981 年 3 月 16 日、臨時行政調査会設置法の施行により、臨調がスタートし、1981





• 1982 年 5 月 17 日の臨調第 4 部会報告の中で、経営形態変更の移行期間における合
理化等として述べられた「交換手等運用部門、保守部門、電報部門等について極力
要員の合理化を図るものとし、特に、電報事業については、夜間配達の廃止等を含
め収支均衡化の方策を進める。」は、そっくりそのままの形で、1982 年 7 月 30 日の
臨調第 3 次答申(基本答申)に盛り込まれた。 
• 1982 年 8 月 10 日の閣議決定「臨時行政調査会の第 3 次基本答申に関する対処方












年度においては全体として、1,983 人の減員を行なうこととしている。」と 1983 年
度の減員の具体的な数字を挙げている。 
• 1984 年 1 月 25 日の閣議決定「行政改革に関する当面の実施方針について」では




自然減となり、年間の出向者の増加数約 1,000 人の 5 倍程度という大きな数字となってい
る。 
 それでは、民営化を契機にした NTT の新規事業会社群の形成は、NTT にとって余剰人員
の受け皿会社作りということ以上にどのような意味をもっているのであろうか。 
2. 民営化と事業展開上の制約 
 まず最初に、公社から NTT に民営化されることによって、事業展開上の制約がどのよう
に変化したのか、あるいは変化しなかったのかについて考察することにしよう。 






























意思決定機関 経営委員会 経営委員会・理事会 株主総会・取締役会(商法) 
執行機関 総裁 総裁 代表取締役(商法) 












準 商法原則の 4 倍まで 
個々の発行 郵政大臣の認可 限度内は認可制廃止  取締役会決議(商法) 
借入金 郵政大臣の認可 限度内は認可制廃止  取締役会決議、規制なし(商法) 





































政府債務保証 債券・外貨債務 原則としてなし 
なし 国庫余裕金の






法人・事業税 非課税  課税 















監督上必要な命令 業務改善命令 監督上必要な命令 
業務に関する報告聴取 








(2) 30 億円まで無利子、これを超える部分にのみ 3%の利子。 















 公社は、1971 年 9 月から特定通信回線サービス、データ通信設備サービス、1972 年 11
月からは公衆通信回線サービスのデータ通信サービスを開始したが、当時、公社は加入電
話と電報、加入電信のサービス等しか行なっていなかったので、公衆電気通信法が改正さ
れる必要があった。そこで、これに先立つ 1971 年 5 月 24 日に公衆電気通信法が改正・公


















目を浴びている㈱テレカは、1982 年 12 月 23 日からのカード公衆電話のサービス開始とい
う公社の長期戦略との関連から、公社が実際に企画して、新規事業開発を行なったにもか
かわらず、設立時には、あえて公社が出資して資本参加することをせずに、テレホン・カ
ードの企業化のタイミングを逸しないために、民営化を待たずに、1984 年 6 月 1 日に設立



















1. 旧制度同様に、会社法第 1 条において、業務範囲を本来業務である国内電気通信事
業、附帯業務、目的達成業務に限定されるという形で、NTT 本体の事業内容は限定
されている。 
2. 会社法第 9 条により、NTT 本体の取締役、監査役の選任及び解任の決議は郵政大臣
の認可を受けなければ、その効力を生じないとされ、NTT 本体の業務は郵政省の監
督下にあり、郵政省の意向から自由な形での事業展開はできない。 
3. 会計検査院法第 22 条により、国が資本金の 50%以上を出資している法人の会計は
会計検査院の検査を必要とする必要的検査事項になっており、NTT 本体は政府(正
確には大蔵大臣)の持株比率が 1988 年 3 月 31 日現在でも 77.53%と 50%以上の段階
なので、民営化前の公社当時と全く変わらない会計検査が行なわれている。 
4. 民営化の際に公衆電気通信法は廃止され、代わりに電気通信事業法が施行された






NTT 本体でのサービス間の内部相互補助等を取り上げて、NTT が第 1 種電気通信事
業以外の事業を行なうことを規制しようとする郵政省、競争他社の動きがあり、
NTT 本体での大規模な新規事業展開には、事実上障害が出始めている。 









第 1 種電気通信事業という電気通信役務別にではなく、第 1 種電気通信事業者という業者





省が規制を強める傾向かある。まず民営化前に、臨調、政府サイドが、1982 年 5 月 17 日
の臨調第 4 部会報告『3 公社、特殊法人等の在り方について』で、公社の改革の基本的考
え方として、「独占弊害を除去するためには競争原理を導入しなければならない」と述べ
た上で、改革意見として、「宅内機器部門、データ通信設備サービス部門及び保守部門の
一部等を分離する」ことを挙げたことを皮切りにして、1982 年 7 月 30 日の臨調の第 3 次
答申(基本答申)、1982 年 9 月 24 日閣議決定の行政改革大綱、1983 年 3 月 14 日の臨調の第
5 次答申(最終答申)と一貫して主張してきただけではなく、経済団体連合会(経団連)の通信







業分野競争政策研究会」によって、1987 年 2 月 17 日に、公正取引委員会に対する「電気

















 こうした競争政策とは相反する競争者育成政策を掲げた NTT に対する規制強化の方向
が、独占禁止法の「公正かつ自由な競争を促進」するという精神に合致するものであるか
どうかは疑問が残るが、このような動きが、民営化を経て NTT が独占禁止法の対象となっ









 こうした状況の中で、電気通信事業会計規則(昭和 60 年郵政省令第 26 号)では、附則で、
当分の間適用しないとされているものの、第 5 条において、役務別損益明細表を作成し、





 このような 5 の NTT 外部からの圧力と、4 の NTT 自身の制約から脱したいという考えが
背景となって、データ通信事業本部は 1988 年 7 月 1 日に NTT 本体から分離・独立して、





 ここで重要なことは、NTT データ通信が NTT 本体から分離・独立する際にそれを促進す









らに、1985 年 4 月の民営化の後にも、NTT 本体内で附帯業務・目的達成業務を新たに展開
している。その結果、1988 年 3 月 31 日現在での NTT の附帯業務・目的達成業務は次のと
おりである。 
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1. 附帯業務  
• 電気通信システムの受託(受託建設、受託保守、受託研究等[公社時代から]) 
• 料金の徴収代行(キャプテン[公社時代から]) 
• 端末売切り(宅内端末売切り[1985 年 4 月 1 日届出]; データ端末売切り[1985
年 7 月 9 日届出]) 
• 電気通信コンサルティング[1985 年 4 月 1 日届出] 
• 料金の徴収代行(自動車電話会社の提供する自動車電話の付属物品[1987 年 10
月届出]) 
2. 目的達成業務  
• 海外コンサルティング[公社時代から] 
• 各種利用案内サービス、伝言取次サービス[1985 年 4 月 26 日認可] 
• 研修セミナー[1985 年 10 月 11 日認可] 
 このうち、端末売切りは、公社時代に郵政大臣の承認を得た上で、売切り方式の試験実
施を親子電話、ホームテレホンＤ及びビジネスホンの 3 商品を対象として実施しており、
第 1 次試験(1983 年 7 月～12 月)、第 2 次試験(1984 年 1 月～6 月)、補強試験(1984 年 7 月～








表 6.5 NTT の附帯事業営業収益  
 年度 
1985 1986 1987 
附帯事業営業収益(億円) 1,601 2,634 3,162  
増加率(%)  64.5 20.0  
営業収益全体に占める比率(%) 3.1 4.9 5.6  
(出所) 有価証券報告書から作成。 
 この両業務の区別について、会社法には明記されていないが、日本電信電話株式会社法





















 以上のような事情から、民営化以後も NTT 本体での事業展開に対する規制は残ることに
なる。しかし、これは公社側にとっても覚悟していたことと思われる。なぜなら、表 6.4





 この公社側の提言を受けて、1982 年 5 月 17 日に出された臨調第 4 部会報告『3 公社、特
殊法人等の在り方について』では、「改革意見」の中に、「経営形態変更の内容」の 1 項
目として「合理化推進の観点から、業務範囲については公益上支障のない限り、大幅にこ
れを認め、弾力的投資活動を行なわせる。」が挙げられた。そして、1982 年 7 月 30 日に




















4. NTT は証券取引所に株式を上場しているので、証券取引法第 24 条に基づいて、有
価証券報告書を出さなければならないが、これには、「関係会社投資及び関係会社
債権の明細表」は記載されるものの、「関係会社に関する事項」では、子会社の資










なる。その結果、1987 年 4 月に当時の加田五千雄新規事業開発室長は「私どもの新規事業
の展開においては、ほとんどすべてを子会社という形で NTT の外で展開しておりますし、
(後略)」と講演している(講演の内容は「子会社展開の基本方針と活性化戦略: NTT 新規事


















 民営化以降に NTT が出資した会社のうち、金だけではなく、人の点でも NTT から出向
者の出ている会社を「新規事業会社」と NTT では呼んでいるが、民営化から 3 年、1988 年
3 月 31 日までに設立された新規事業会社は既に 143 社にもなっている。こうした新規事業
会社のもっている特徴をみながら、「新規事業」と委託事業との本質的な違いについて考
えてみよう。なお NTT データ通信㈱は NTT の本体業務を切り出した唯一のケースである
が、このような本体業務の切出しによるものは、分社・分離会社と呼ばれ、新規事業会社






社、ポケットベル会社等の事業に限定されていた。民営化直前の 1985 年 3 月 31 日現在
で、船舶通信会社 1 社、自動車電話会社 2 社、キャプテン会社 1 社、ポケットベル会社 16










 そこで、1988 年 3 月 31 日現在使用されている分類を使って、1986 年 3 月 31 日までに設
立された 37 社、1987 年 3 月 31 日までに設立された 84 社、1988 年 3 月 31 日までに設立さ
れた 143 社の NTT の新規事業会社の進出分野別の分布をみてみょう。 
 表 6.6 によると、会社数、出資額の点で、中心分野は 1 と 3 であり、特に、「1 ア、
VAN、LAN、データベース分野」と「3 ア、不動産開発分野」とで、1985 年度末で
56.6%、1986 年度末で 52.3%、1987 年度末では 48.2%と年々低下はしているものの、出資




表 6.6 NTT の新規事業会社(1985 年 4 月以降の設立)の進出分野  
 
1986 年 3 月 31
日 
1986 年 3 月 31
日 
1986 年 3 月 31
日 
会社数 出資額 会社数 出資額 会社数 出資額 
1. NTT の技術を利活用し、情報通信産業の発展に資するもの 小
計 20 4,785 33 12,112 52 16,851 
 ア. VAN、LAN、データベース分野 4 1,888 9 5,750 14 5,949 
 イ. ソフトウェア、情報処理分野 7 714 11 872 15 1,461 
 ウ. キャプテン等ニューメディア関連分野 4 231 3 220 5 363 
 エ. テレコントロール事業分野 1 80 1 130 6 551 
 オ. コンサルティング、エンジニアリング事業分野 3 1,672 3 1,672 4 1,698 
 力. インテリジェントビル関連分野 (1) 0 0 4 183 4 201 





6 741 11 2,871 22 3,500 
 ア. レンタル･リース事業分野 2 283 3 423 4 464 
 イ. テレホンカード分野 1 15 1 15 1 19 
 ウ. 宣伝・広告等分野 1 38 1 38 3 75 
 エ. 社員の福利厚生分野 1 10 2 55 2 55 
 オ. 電柱敷地等管理分野 (2) 0 0 0 0 3 221 
 カ. 設備保全分野 1 395 1 395 2 399 
 キ. 電話帳分野 (1) 0 0 1 150 2 186 
 ク. ファイナンス分野 (1) 0 0 2 1,795 2 1,795 
 ケ. 物流分野 (2) 0 0 0 0 1 90 





5 3,151 20 5,670 35 10,024 
 ア. 不動産関連分野 (2) 1 3,043 2 5,180 4 8,946 
 イ. 不動産利活用分野 2 35 5 177 14 655 
 ウ. オペレータサービス分野 2 73 11 289 16 403 
 エ. 情報提供サービス分野 0 0 2 24 1 20 
4. 地域社会の要請に応えて出資するもの(ローカル・キャプテン会社
を含む) 6 36 20 243 34 512 
合計 37 8,713 84 20,896 143 30,887 
新規事業開発室及び関連企業本部扱いの総出資額 約 8,700 約 22,000 約 34,000 
• 出資額の単位は百万円で、出資額には設立後の追加投資も含まれる。海外子会社についても
貸借対照表の計上額を用いた。 
• 進出分野の分類は 1988 年 3 月 31 日のものを用いたが、1986 年 3 月 31 日、1987 年 3 月 31
日の分類表と比べると、年々新しい小分類が追加になっているので 
(1) 1986 年 4 月 1 日～1987 年 3 月 31 日に新たに加えられた小分類 





o 1986 年度中に 1 社が 1 ウから 1 イに分類変更。 
o 1987 年度中に 1 社が 3 エから 4 に分類変更。 











目標とされている。各社の経営努力により、1986 年度末で 84 社中 10 社前後、さらに 1987
年度末で 143 社中 27 社と予想以上に早いペースで単年度黒字を出すようになっているとい
うが、それでも他の会社は赤字であり、経営努力とは無関係に原則黒字の受託会社とは本
質的に違いがある。 
 NTT の商法上の子会社は、受託会社 3 社(日本船舶通信㈱、日本空港無線サービス㈱、沖
縄通信サービス㈱)を含んでいる(このうち、沖縄通信サービス㈱は NTT の持株比率が 50%
であるが、NTT の 60%持株子会社である日本空港無線サービス㈱がさらに 3%株式をもっ
ているために、子会社となっている)。有価証券報告書によると、この受託会社 3 社を含め




表 6.7 NTT の商法上の子会社の総資産・売上高・当期純根益  
















子会社数 34 社 59 社 
(注) 金額は百万円単位。( )内は NTT を 100 としたときの子会社全休の合計額の比率。 
(出所) 有価証券報告書から作成。 





1. 100%: ノウハウの流出防止及び不動産を簿価で「現物出資」する必要がある場合。 
2. 50%超: その会社の株主総会での決定権をもち(商法)、本来、子会社として連結決算
の対象となる(財務諸表規則)。 
3. 3 分の 1 超: その会社の株主総会で特別決議を阻止しうる。したがって、その会社
の定款の変更を阻止しうる能力を保有(商法)。 
4. 25%以上: 共済組合包摂の必要条件の一つ(国家公務員等共済組合法)。 
5. 20%以上: 関連会社(財務諸表規則)。 
 ここで、共済組合包摂の条件について、もう少し詳しくみてみると、国家公務員等共済
組合法第 111 条の 5 では、NTT と業務、資本、その他について密接な関係を有する会社を
共済組合包摂会社としうる、とされていて、その具体的条件として、国家公務員等共済組
合法施行令第 30 条の 2 で、(1)NTT と密接な関係を有する業務を行なう法人、(2)NTT の出






 そこで、この NTT の持株比率についての区分を使って、設立された新規事業会社及び受
託会社を分類すると表 6.8 のようになり、次のような特徴のあることがわかる。 
1. 受託会社には 1 社もなかった 100%出資子会社が、民営化初年度、2 年目、3 年目と
10%強存在し、少ないとはいえ、ほぼ同じペースで 100%出資子会社を設立してきて
いる。 
2. 受託会社では、持株比率 50%を超える会社は 21 社中 2 社しかなかったが、新規事
業会社では民営化初年度では 37 社中 15 社、2 年目は 84 社中 31 社、3 年目は 143
社中 56 社と 40%弱存在し、これもほぼ同じペースで 設立されてきている。 
3. 受託会社では、持株比率 20%未満の会社が 21 社中 4 社しかなかったが、新規事業


















(1985 年 4 月以降設立) 
1985 年 
3 月 31 日 
1986 年 
3 月 31 日 
1987 年 
3 月 31 日 
1988 年 
3 月 31 日 







100% 0 5 10 18 
50%超～100%未満 2 10 21 38 
1/3 超～50%以下 6 14 19 29 
25%以上～1/3 以下 7 2 2 5 
20%以上～25%未満 2 0 4 5 
20%未満 4 16 28 48 














規事業会社のうち共済組合包摂会社は、1985 年度末には 37 社中 22 社、1986 年度末には
84 社中 40 社、1987 年度末には 143 社中 61 社にのぼり、これらの共済組合包摂会社では共
済組合に関して NTT にいるときと同じ扱いが受けられるようになっている。 
 ところで、共済組合に包摂されているということは、前述の国家公務員等共済組合法施
行令第 30 条の 2 にある第 3 の条件である子会社の発足時に NTT からの社員が過半数を占
めること、という条件を満たしているということである。つまり、少なくとも新規事業会
社の約半数は、設立時に NTT からの社員が過半数を占めていた会社だということになる。


























 この章では、やはり民営化後 3 年までの公社から NTT への民営化プロセスに焦点を当
て、前章で明らかになったような NTT の子会社戦略の転換が、民営化のプロセスをとおし
て、本体業務の切り出し・別会社分離ではなく、新規事業の開発にのみ重点を置く形で、
革新の制度化を行なったものであること、そして、出向者を 3 年以内に NTT 本体に復帰さ














 前章でも述べたように、1982 年 2 月 26 日の臨調第 4 部会ヒアリングの後、第 4 部会は
1982 年 5 月 17 日に、公社の経営形態変更を骨子とする改革案『3 公社、特殊法人等の在り


























ジビリティ・スタディ(feasibility study 以下「FS」と略記)とが実施された。 
 一方、新規事業ワーキング・グループの方は 5 つのサブグループに分かれ、新規事業の
種探しを行ない、有望事業案について FS を行なった検討結果を新規事業プロジェクト・チ




















ぼ完成され、分析検討を行なっていたといわれる。その FS 調査項目は、『NTT 施設』
1985 年 4 月号掲載の記事「新規事業」をもとにして、不明点などを確認の上で、整理し直
すと、表 7.1 に示すようになる。 









































遣予定職員による準備グループを発足させてもいる。そして、1985 年 4 月 1 日の民営化を
待って、NTT リース㈱(1985 年 4 月 11 日設立)、総合通信エンジニアリング㈱(1985 年 4 月
26 日設立)、NTT システム技術㈱(1985 年 5 月 16 日設立)といった新規事業会社を矢継ぎ早
に設立していったのであるが、そうした背景には、このような新規事業プロジェクト・チ




















11,000 キロカロリー/立方メートルへと変更し、従来の導管を使って 2.4 倍の熱量を送るこ
とにより、設備利用の点から経営効率化を図ることとし、1975 年から熱量変更作業も開始
した。しかし、その結果、ガス器具の熱量調整の工事のために約 1,600 人の直営工事要員




は 1984 年度末(すなわち NTT 民営化の直前)で、会社数で 36 社、売上高で 1,414 億円(大阪
ガス本体の売上高は 6,270 億円)にまでなっていたが、その新規事業開発における特徴はお
おまかに次のようにまとめられる(cf. 石田・松山, 1986)。 













6. 3 年後に単年度収支が均衡し、5 年後には累積収支が均衡することが、新規事業進
出の際の一応の目安となっている。 
 これらの大阪ガスの新規事業開発の特徴は NTT の新規事業開発に影響を与えていくこと














ムと、民営化後ほぼ 1 年を経て行なわれた新規事業開発の基本原則の作成である。 
(1)新規事業開発室の機能 
 民営化の段階で NTT の新規事業開発のシステムの中心に置かれたのは、既に触れてい
る、民営化時点で設置された新規事業開発室である。この新規事業開発室を中心にして形















とでおおよその見当がつく。1985 年度はほぼ 0 だったが、1986 年度は約 10 億円、1987 年











 計画・予定されていた追加投資を除いた(1)での 3 のケースと、他の 1、2、4 のすべての
ケースで、NTT は共通の手順・手続きを踏んで出資・投資の決定・実行を行なっている。
それを表わしたものが新規事業開発フローと呼ばれているものである。『NTT 施設』1986
年 6 月号掲載の記事「NTT の新規事業開発」を基にして、不明点などを確認の上で、整理
すると、図 7.1 に示されるようになる。このフロー自体は、民営化の時点で既にでき上が
っていたといわれる。この図で、各段階の実施主体として取り上げられている各部署は、
NTT の組織図上では図 7.2 に示されたような位置関係にある。 
  
109 




図 7.2 新規事業開発の組織(1987 年 12 月末現在) 
 
 このうち、ジョイント・ベンチャー委員会(以下「JV 委員会」と略称)は、民営化前の






情以外に特別の理由はなかったと思われる。実際、JV 委員会は 1988 年 7 月 20 日から「関
連事業委員会」と改められ、合弁事業案件だけではなく、すべての出資についての審議・
111 
評価を行なう機関となった。このため図 7.1 の新規事業開発フローの第 2 段階と第 3 段階




JV 委員会により事業化の方向性が了承された後に結成されることが多いが、第 1 段階のア
イデア段階で設立準備チームが結成される場合もある。 
 また関連企業部の前身である総務部関連事業室は、もともと公社時代に受託会社を管理





で、子会社展開が活発化するのに伴い、1986 年 6 月 26 日に、総務部関連事業室から関連
企業部へと格上げされた。 
 新規事業開発フローは 4 の出資のケースであっても、ほぼ適用されるということは既に





として中核を担っている新規事業開発室を形成するということは、March & Simon (1958, 









の新規事業会社は結構多く、1985 年度で新規事業会社総数 37 社中の 15 社、1986 年度で
84 社中 46 社、1987 年度では 143 社中 86 社が、実は総支社企画の新規事業会社となってい
る。また、総支社レベルの新規事業開発室等で出された新規事業アイデアが、全国的に通
用する良いものであれば、本社の新規事業開発室で、いわゆる本社企画として焼き直しが




表 7.2 各総支社の新規事業開発担当部署  
総支社 新規事業開発担当部署 
東京総支社 経営企画部 新規事業開発室 
関東総支社 新規事業開発室 
信越総支社 企画部 新規事業開発室 
東海総支社 新規事業開発部 
北陸総支社 企画部 新規事業開発室 
関西総支社 事業企画部 新現事業開発室 
中国総支社 事業開発部 
四国総支社 業務改善部 新規事業開発室 
九州総支社 事業開発室 
東北総支社 事業開発部 















図 7.3 新規事業開発の組織の統合・再編(1988 年 1 月 19 日改正) 
 









 このような NTT の新規事業会社作りに対する姿勢が NTT 内外に明確に示されたのは、
新規事業開発の基本原則によってである。 
 NTT 民営化後の 1985 年 11 月に各総支社で新規事業開発担当部門が設けられたことは既
に述べたが、このことに伴い、NTT 内部での新規事業に対する考え方を統一しておくため
に、1986 年 1 月 30・31 日に全国新規事業担当者会議が開かれ、そこで『新規事業発想の
原点と新規事業推進に当たっての基本原則』が明らかにされた。それとほぼ同時に、1986
















 そしてその上で、新規事業推進に当たっての「2. 基本原則」として、次の 5 つの基本原
則が明らかにされた。 
1. 事業領域（パイ）を拡大する。  
• 収入を NTT に依存する会社は作らない 
2. NTT 本体のスリム化に貢献する。  
• 子会社に対しては、NTT からその事業を行なうのにふさわしい優秀な人材
を派遣する 
3. NTT の経営資源を最大限に活用する。 
主な進出分野  
• NTT の技術を利活用し、電気通信産業の発展に資するもの 
• NTT 業務を支援し、より良い電気通信サービスの提供に資するもの 
• NTT の保有する人的・物的資源を利活用し、社会の利便向上に資するもの 
4. 外部の智恵を積極的に取り入れる。  
• 他社とのジョイントを原則とする 
• 他企業、地域社会の要請に応じ地域社会に貢献する形で進出する 












 5 つの基本原則の 1 と 2 は新規事業発想の原点の構図の中に出てくる概念をそのまま要
件として書き表わしたものになっている。 












る。ただし、前章の表 6.8 の所でも述べたが、受託会社には 1 社もなかった 100%出資子会
社が民営化後は毎年 10%強の割合で設立されてきており、受託会社との比較では、むし
ろ、受託会社の方がジョイントを原則としていたといえるのかもしれない。 
 また、基本原則の 3 も、実際には現実の新規事業会社の進出分野の妥当性を事後的に説





• NTT が保有する資産・人材を有効利活用した新規事業 
• 本体事業の成長を図る支援サービス事業 
などが、概ね考えられる分野の例として挙げられていたが、約 1 年後の『NTT 施設』1986 年
6 月号の記事「NTT の新規事業開発」では、それまでに実際に設立されていた 51 社の進出
分野という形で、新たに整理し直され、前章の表 6.6 にあったような 1988 年 3 月 31 日現在
でも使用されている分類の原型ができている。 
 この原型は、基本原則の 3、4 をもとにして作られたものである。分類のうち「4. 地域
社会の要請に応えて出資」というのが、基本原則の「4. 外部の智恵を積極的に取り入れ














って、前章の表 6.3 にあったように、民営化後 3 年たっても、新規事業開発によって NTT



















 したがって、前述の基本原則にあった「2. 本体のスリム化」も、単純な NTT 本体の余剰
人員減らし・人件費削減の意味だと片づけてしまってはいけない。「本体のスリム化」の
実際上の意味は、「技術力や資産を活用した新規事業の場合であっても、要員はできるだ





を図るという NTT グループ全体の発想が根底にあることに注目すべきである。 








































の意味では、NTT の子会社戦略は、NTT 一企業内では活かし切れない人員を NTT グルー
プ全体で人的経営資源として生かすことに、ひとまずは成功しているといえるだろう。 
 このような良い影響が現われてくる最大の要因は、原則として 3 年以内の出向期間で
100% NTT に復帰させるということを保証しているということだと考えられる。そのため
に、出向を人事のローテーションの一環として考えることもできるからである。こうして
民間の風の中で活性化された人材を 3 年の出向期間の後に NTT 本体に戻せば、NTT 本体も
また活性化しうるということが十分に予想される。 
 子会社への出向を人事のローテーションの一環として考えられるような合意が NTT 社員
の間で形成されるならば、子会社出向というのは、もともとうまい手なのかもしれない。
二村(1982)は、個人の高次の欲求の観点からの仕事の有意義化として「職務充実」(job 
















 そして、これらの 5 つの方式は相互に排他的ではなく、5 を除いて、4 は 3 を、3 は 2





2 節の事実発見 1、事実発見 2 で見いだされたような効果も期待することができる。つま
り、技術職、事務職といえども営業的な業務にもつかざるをえないということ。そして、
職位上では NTT 本体にいたときよりも高い職位につくということで、タイプ 3 の意思決定
者型となり活性化することが期待できるのである。 
 一般に、新規事業が成功するか否かは人材にかかっており、新規事業を成功させるため
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